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は じ め に
製造業を中心とした技術志向の強い大手の日本
企業では, 1980年代終盤から 1990年代の初頭に
かけて海外 R & D活動を推進し, 日米欧三極の
R & D体制を整えたと言える｡ その後 2000年代





は日米欧亜四極 R & D体制の構築が, もはや珍
しい現象ではない｡ 本稿では, 日本企業の海外 R
& D拠点に対するアンケート調査と訪問インタ
ビュー調査によって得られたデータを基に, 日本
企業による海外 R & D活動の検討をマネジメン
ト面から行う｡ 特に, 海外 R & D活動の成果が
日本国内に移転される要因について, 知識マネジ
メントの観点から統計的な分析によって明らかに




1. 海外 R & Dマネジメント・システム
先行研究の例







& D活動 (供給要因), 海外の市場獲得を目的と
した海外 R & D活動 (需要要因) が, 海外 R &
D活動の主要目的として重要であることが確認さ
れている (Granstrand, 1999等)｡ 日本企業であ
れば, 海外 R & D活動によって得られた研究の
成果は, 日本本社側に提供されたり, 現地の事業
活動支援のために活用されることになる｡
また, 海外 R & D活動のマネジメントに注目









等)｡ 同様な指摘は岩田 (2007) にも見られる｡
岩田は日本企業の本社 (1993 年調査 126 社,
1998年調査 188社) および海外子会社 (1994年
調査 441 社, 1998 年調査 811 社, 1999 年調査
165社) に対するアンケート調査と 24カ所に及





















る｡ (Gupta and Govindarajan ; 2000, FROST,
T. S. ; 2001, Subramaniam and Venkatraman;
2001, Persson ; 2006 等)｡ また, Penner-Hahn
and Shaver (2005) では, 日本医薬品企業を対
象として, 彼らが取得した米国特許を従属変数に
取り, R & D国際化を示す変数や特許ストック
の変数などを独立変数として回帰分析した結果,
R & D の国際化は米国特許取得の可能性を増加































な R & D活動に取り組む企業にとって重要な経








R & D マネジメントの構造から実証的に解明す
ることを試みたい｡ 今日, 多数の日本企業が海外





いては, 海外 R & D拠点から日本本社への移転
についてのみ取り上げる｡
2.1 分析の視点
本稿での分析は, 海外 R & D活動のマネジメ
ントと研究成果輩出の関係を構造的に明らかにす
ることを目的とする｡ 特に, 海外 R & D活動の
成果を日本本社に移転するメカニズムに注目し,
その移転を実現するための海外 R & Dマネジメ
ントの特徴を明らかにする｡
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以上のような目的を達成するために, Gupta
and Govindarajan (2000), Subramaniam and

















2006年 3月, 全世界の日系多国籍企業海外 R &
D拠点 1,093カ所に対して実施した｡ 東洋経済新
報社 ｢海外進出企業総攬 2005 CD-ROM版｣ より,
事業内容が ｢研究開発｣ や ｢R & D｣, ｢国際向け
商品の開発企画｣ といった R & D活動に関連し
ていると思われる拠点全てをリストアップし, ア
ンケート発送のための住所データベースを作成し
た｡ 調査票の回収数は 69件 (回収率 6.31％) で
あり, このうち R & Dを実施していると回答し
た件数は 43件だった｡ 43件の地域別内訳は, ア
ジア地域 R & D拠点からの回答が 10件, 欧州地




用いる｡ インタビューは 2006年 6月から 11月に
かけて実施し, アジア地域 R & D拠点 6カ所,
欧州地域 R & D拠点 3カ所, 北米地域 R & D拠
点 4カ所の拠点に対してインタビューを行った｡
インタビュー対象者は所長 (社長)／現地 R & D
責任者が中心である｡ 業種内訳はエレクトロニク
ス系企業の拠点が 10カ所, 医薬品系企業の拠点
が 2カ所, 自動車系企業の拠点が 1カ所となって
いる｡ 日本本社側のコーポレート系 R & D部門
に属する拠点が 11カ所, 事業部系 R & D部門に
属する拠点が 2カ所となっている｡
3. 分析に用いる変数と仮説の検討







ある｡ ｢研究成果を日本側 R & D部門に提供して
いる｣ (JP＿R & D), ｢研究成果を日本側事業部門
に提供している｣ (JP＿BUS) とした｡ いずれも
アンケート調査によって得られたデータを用いて













































企業における海外 R & D活動のタイプを, そ
の特徴に従って類型化する試みは以前より行われ

























れる｡ 一方, HBEタイプの拠点は, 本国親会社
からの技術移転や技術導入によって, 研究所の中
核的な技術を形成していると捉えることができる｡



































R & D 責任者の国籍 (JM)―現地 R & D 責任







Gupta and Govindarajan (2000) では, “For-
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と本国親会社への知識移転に対して, いずれも正
に有意な結果を得ている｡ 本研究でも, 親会社と
の調整機能を示す変数として, R & D責任者の




















特許管理政策 (Jp-PatApl : 日本本社で特許出
願を行う, Jp-PatMan: 日本本社が特許管理を
行う)―安田 (2005, p. 106) では日本企業本社に
対してアンケート調査とインタビュー調査を行い,
海外 R & D活動の成果である特許管理政策の特













｢はい｣ の回答の場合 1, ｢いいえ｣ と回答した場
合は 0とした｡





たように, 海外 R & Dの活動資金は日本側から
提供されているケースが多い｡ これは, 日本企業
の海外 R & D拠点の多くが, 日本国内の研究所
や事業部から研究プロジェクトの委託を受けてい









ることが予想される｡ このため, Jp-RDFun, Jp-
BusFunについては正の推定結果を期待する｡ 一
方, 現地側で R & D資金を負担している場合,
必ずしも研究成果を日本側へ提供する必要性は
ないと考えられる｡ しかしながら, グローバルな
R & D活動を志向する場合, 海外 R & D活動の
成果と日本国内の R & D活動の成果を融合する





Gupta and Govindarajan (2000) によると,
伝達チャネルの豊富さは子会社から親会社への知
識移転に正の影響を及ぼすことが示されている｡
また, Persson (2006) においても子会社間の知
識移転において, 人材の交流は促進要因であるこ
とが示されている｡ 海外 R & D拠点と日本本社
R & D拠点間の人材交流は, 相互の意思疎通や
価値観の共有化も促進することが予想される｡ 実
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日本本社 R & D部門から R & D要員を受け入
れている (Loc-HQInv)




海外 R & D 活動の規模 (SCALE)―R & D 活
動に規模の効果が認められることは, これまでに
数多くの先行研究で確認されている｡ 本稿におい
ても R & D規模が研究成果の輩出に及ぼす影響
を確認するため, アンケート調査で得られた現地
R & D拠点人数の数値を導入する｡ アンケート
調査に記載された R & D要員数に自然対数を取っ











件数は, アンケート調査で海外 R & D活動を実














示す日本本社 R & D部門から R & D要員を受け
入れている (Loc-HQInv), 日本本社研究所へ R





方, Loc-JpManは( 2 )式を除いて, 正に有意な
結果が得られた｡ Loc-HQSenも正に有意な結果
が得られている｡ 現地 R & D拠点の規模や現地
R & D責任者の国籍に関わらず, 現地日本人役
員の多さは日本への研究開発成果提供に影響を及
ぼしうることを示している｡ また, 現地から日本
への人材派遣を通じて, 現地の R & D成果が日
本へ移転されやすくなることを示す結果と言える｡




る｡ 以上の結果は, Gupta and Govindarajan
(2000), Subramaniam and Venkatraman







定式である( 6 )式で正に有意である｡ ( 5 )式の推






と表 3に示す｡ やはり, SCALE変数と JM変数
はいずれの式においてもほとんど説明力を持って
いない｡ しかしながら, ( 8 )式においてのみ JM
変数が正に有意な結果となった｡ Gupta and





な結果が得られた｡ しかし, 日本の R & D部門






















4と表 5に示す｡ 表 4は R & D資金の負担源の
アジア地域における日本企業の R & Dマネジメントに関する研究 115
表 1 推 定 結 果 そ の 1
( 1 ) ( 2 ) ( 3 ) ( 4 ) ( 5 ) ( 6 )
































































自由度修正済み 0.077 0.029 0.180 0.103 0.040 0.042
F-value 1.895 1.317 2.408 1.737 1.535 1.564
観測値 33 33 33 33 40 40
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表 2 推 定 結 果 そ の 2
( 7 ) ( 8 ) ( 9 ) (10)















































自由度修正済み 0.099 0.306 0.091 0.285
F-value 2.069 5.303 1.973 4.880
観測値 40 40 40 40
注：括弧の中は t値｡ 係数のは 1％水準, は 5％水準, は 10％水準で有
意であることを示す (両側検定)｡
表 3 推 定 結 果 そ の 3
(11) (12) (13) (14)















































自由度修正済み 0.121 0.218 0.122 0.200
F-value 2.342 3.717 2.352 3.444
観測値 40 40 40 40









が異なっている｡ 日本側 R & D
部門への研究成果提供に対しては,
特許管理に関わる変数が負の影響















を求め, 海外 R & D拠点側がこれに応じている
のであれば, 研究成果が特許に直結するような技
術や知識である可能性も十分に考えられる｡







た｡ このため, アジア地域の R & Dマネジメン
トの特徴については, インタビュー調査の結果に
基づいて, 技術能力要因, 統率・管理要因, 伝達
経路要因, 企業・拠点特性要因の観点から記述的
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表 5 推 定 結 果 そ の 5
(19) (20)





























注：括弧の中は t値｡ 係数のは 1％水準, は 5％水準,
は 10％水準で有意であることを示す (両側検定)｡
表 4 推 定 結 果 そ の 4
(15) (16) (17) (18)





















































自由度修正済み 0.453 0.055 0.200 －0.0076
F-value 8.868 1.553 2.800 0.944
観測値 39 39 38 38































う観点からすると, 日本で R & Dを実施するの




















現地 R & D活動と日本本社側との調整, および
現地 R & D活動の総括管理であり, 実際に R &
D業務に従事しているケースは見られなかった｡

























現地の R & D活動によって得られた技術的知
















ジア地域 R & D拠点の場合, 日本側から研究プ
ロジェクトを受注して, 現地で R & D活動を推
進するという形式を採用する拠点が多かった｡ こ
のため, 現地での R & D活動は, 日本側が統括
するプロジェクトの一翼を担っていることになる｡












プクラスの研究開発費支出, 特許出願, 海外 R &
D活動を行っている企業と言える｡
しかしながら, これら企業の海外 R & D拠点
であっても, 規模が大きいものばかりではない｡








めであるが, 日本国内研究所と同じ R & D部門
傘下に属する研究所として, 少人数で基礎的な R
& D活動に取り組んでいるケースも存在した｡
こうした小規模な海外 R & D拠点でも, 日本へ
の研究成果提供が頻繁に行われているのである｡
6. 分析結果のまとめ
以上, 統計的な分析による日本企業海外 R & D
拠点の研究成果移転に影響する要因と, 定性的な







が高くなる｡ 現地 R & D拠点の技術能力が高い
ほど, 現地技術資源の吸収・活用能力に優れ, 日
本本社への研究成果提供に結び付きやすい｡ 他方,


































あろう｡ さらに, 日本側から R & D資金が提供
されている場合, 日本への成果提供の可能性は高
くなる｡ 一方, 現地サイドで R & D資金を負担
している場合, 日本側への研究成果提供の可能性
は低くなる｡ 日本側が R & D資金を提供してい
る場合, 当然, 日本側から研究プロジェクトの委
託が現地 R & D拠点に対して行われているはず
であり, その成果物を日本側へ提供することが求
められる｡ また, 現地側が R & D資金を負担し
ているのであれば, 成果物については日本へ移転
する義務も生じないことになる｡ 推定された結果






























お わ り に
本稿では多国籍企業内部における知識移転メカ
ニズムの解明に注目した先行研究を参考にしつつ,








まれる状況にある｡ 本稿では, 海外 R & D拠点
から日本本社側への研究成果提供に注目し, 技術
知識移転メカニズムの解明を試みた｡ 今後は, 海
外 R & D拠点からグループ企業内現地子会社,




域での R & D活動は 2000年代に入り急速に進展
した｡ しかしながら, 1980年半ばから 1990年代
初頭に活発化した欧米での海外 R & D活動と比
較すると, その活動の歴史は浅いものである｡ 従っ
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て, 今後, より多くの研究成果がアジア地域に設
置された日本企業の海外 R & D拠点から輩出さ
れることが予想される｡ アジア地域における日本









( 1 ) 岩田 (2007), p. 230｡
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附表 相 関 係 数 表
SCALE JM Loc-JpMan Own-Tec Jp-ImTec Loc-UiTec Loc-RiTec Loc-HQInv Loc-HQSen
SCALE 1.00000
JM －0.34313 1.00000
Loc-JpMan 0.16681 0.08577 1.00000
Own-Tec 0.01467 －0.38501 0.04125 1.00000
Jp-ImTec －0.28526 0.54745 －0.34532 －0.66405 1.00000
Loc-UiTec 0.05143 －0.24500 0.06115 0.30737 －0.24257 1.00000
Loc-RiTec －0.03664 0.01344 －0.11332 0.19990 －0.04590 0.76298 1.00000
Loc-HQInv －0.07605 0.11599 －0.10402 －0.21859 0.36556 －0.27033 －0.16597 1.00000
Loc-HQSen －0.04181 0.05761 －0.12399 0.22781 0.01844 0.31795 0.34556 －0.08578 1.00000
Jp-RDFun 0.05377 －0.34467 0.04050 0.39782 －0.31452 0.29206 0.20652 0.39450 0.26772
Jp-BusFun 0.13403 0.15855 0.11633 0.18062 －0.01538 －0.00418 0.12924 0.13861 0.17188
Loc-HQFun 0.34017 0.10122 －0.05818 －0.23922 0.12739 －0.21183 －0.19499 －0.20369 －0.28199
Loc-SubFun 0.09779 0.22929 －0.00241 －0.54461 0.40586 －0.23742 －0.22435 －0.06610 －0.01072
Loc-OwnFun －0.16300 0.27508 －0.11512 －0.19916 0.19568 －0.17578 0.02835 －0.18773 －0.07289
Jp-PatApl －0.09326 0.18412 0.09172 －0.43106 0.24740 －0.23175 －0.14126 －0.06980 －0.35239
Jp-PatMan －0.19097 －0.04170 －0.04986 0.34452 －0.14833 －0.23016 －0.14183 －0.12506 －0.28550
Loc-HQRD －0.00761 0.08275 0.04801 0.39174 －0.02077 0.43690 0.36571 0.17063 0.28057












Loc-HQFun －0.16530 －0.09033 1.00000
Loc-SubFun －0.48299 －0.15649 0.14572 1.00000
Loc-OwnFun －0.54641 －0.03039 －0.04925 －0.15360 1.00000
Jp-PatApl －0.39704 －0.28258 0.20149 0.37443 0.10067 1.00000
Jp-PatMan －0.19380 －0.16129 －0.04563 －0.06468 0.02931 0.31613 1.00000
Loc-HQRD 0.23552 0.34694 －0.16707 －0.18875 －0.13345 －0.37790 －0.18675 1.00000
